
原告代理人高野・訴状弁論メモ 

 

これは、37人の裁判官による集団的な職務放棄が、長年にわたってこの国のも

のづくりを支えてきた老エンジニアに非業の死をもたらした、という事件です。 

 

相嶋静夫さん 

相嶋静夫さんは、1948年生まれです。東京工業大学工学部合成化学科を卒業

後、同大学院工業化学専攻に入学しました。同大学院を中退して、建設会社に就

職して、集塵機や石油備蓄など技術開発に従事した後、1985年に大川原化工機に

入社しました。一貫して技術開発部門にかかわってきました。同社を噴霧乾燥機

の世界的リーディングカンパニーに成長させる原動力となりました。 

2007年5月から2014年6月に退職するまでは、同社の専務取締役を務めていまし

た。退職後も同社相談役として、同社の技術指導にあたってきました。 

学生結婚した妻美代子さんとの間に二人の子供をもうけ、長男は医療従事者、

次男は大川原化工機の技術者として活躍しています。5人の孫がいます。 

静夫さんは、70歳になる2018年に 市に家を購入して、引っ越しました。

仕事一筋の生活から、富士山がよく見えるところで、家族や近隣住民とともに豊

かで落ち着いた生活を過ごす予定でした。 

 

理不尽な身柄拘束 

2018年10月3日、警視庁公安部は、大川原化工機の会社事務所や社長の自宅など

を捜索し、大量の書類やパソコン、サーバーコンピュータなどを押収しました。

容疑は、同社の噴霧乾燥機が軍事転用可能な性能を持つ輸出規制物件であるにも

かかわらず、経産大臣の許可を受けずに中国と韓国にそれを輸出したというもの

です。 

その後、2020年3月までの1年5か月の間に、相嶋さん、大川原正明社長、島田順

司取締役らの幹部のほか、従業員らも繰り返し警視庁公安部の取調べを受けまし

た。その取調べ回数は合計291回に及びました。静夫さんも18回も取調べを受けま

した。 

大川原社の役員も従業員も、同社の噴霧乾燥機は、温度の低い箇所があり、経

産省令が定める仕様－－「定置した状態で内部の滅菌又は殺菌をすることができ

るもの」に該当しないと説明しました。関連する資料を示して繰り返し説明しま

した。しかし、捜査官は、その説明に耳を貸さず、「菌が少しでも死ねば『殺

菌』に該当するのだ」などという独自の解釈に固執しました。 
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「菌がほんの少しでも死ねば『殺菌』」などという省令の解釈は明らかに誤り

です。噴霧乾燥機の輸出規制を提唱した国際機関の合意内容にも反するものでし

た。 

しかし、東京簡裁の裁判官は、2020年3月10日、警視庁公安部の請求に応じて、

相嶋さんら3名の逮捕状を発行しました。裁判官は、捜査機関の省令解釈が誤りで

あり、かつ、それを前提にしても本件噴霧乾燥機には細菌の一部を殺す性能しか

なく、省令が定める仕様を満たさないことを容易に知ることができました。それ

にも関わらず、外為法違反の相当の嫌疑を簡単に認めてしまいました。 

このあと、裁判官たちは、相嶋さんらには「罪証を隠滅すると疑うに足りる相

当な理由がある」「逃亡すると疑うに足りる相当な理由がある」と述べて、彼ら

の勾留を認め、その延長を許可し続けました。そして、弁護人以外の者との面会

を禁止する決定まで行いました。 

相嶋さんらが起訴された後も、裁判官たちは、「罪証を隠滅すると疑うに足り

る相当な理由がある」と繰り返し述べて、保釈を却下し続けました。 

裁判官たちは、どうして高齢で病弱な相嶋さん、犯罪に手を染めたことなど全

くなく、警視庁の取調べでも科学的に根拠のある説明を繰り返し述べてきた老エ

ンジニアに「罪証を隠滅すると疑うに足りる相当な理由」があるのか、具体的な

説明を何一つ行いませんでした。彼らはまるで判で押したように、「本件事案の

性質及び内容、被告人及び共犯者らの供述内容、被告人と関係者らの人的関係等

を考慮すると、被告人が、関係者に働きかけるなどして、罪体及び重要な情状事

実について罪証を隠滅すると疑うに足りる相当な理由がある」という文句を繰り

返すだけでした。 

そして、警視庁や東京地検の省令解釈や本件噴霧乾燥機の性能について、相嶋

さんらに説明をする機会を与えませんでした。相嶋さんに会ってその話を聞こう

とすらしませんでした。相嶋さんに会って彼が本当に「関係者に働きかけるなど

して、罪体及び重要な情状事実について罪証を隠滅する」ような人物なのか、確

認しようとすらしませんでした。 

 

非業の死 

逮捕されて4か月経過して、相嶋さんは東京拘置所に移されました。その頃から

相嶋さんには貧血が見られました。また、胃の痛みを訴えるようになりました。

相嶋さんの健康状態は日に日に悪くなっていきました。9月に入ると黒色便（血

便）が出ました。貧血がひどくなり、繰り返し輸血を受けるようになりました。 
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こうした経過のなかでも、相嶋さんは「罪証を隠滅すると疑うに足りる相当な

理由がある」「逃亡すると疑うに足りる相当な理由がある」として、裁判官は彼

の勾留を更新し続け、そして、保釈を却下し続けました。 

逮捕されてから7か月経過しようとする10月1日、拘置所内で行われた検査の結

果、胃がんが発見されました。しかし、それでも保釈は却下されました。相嶋さ

んは拘置所長に対して「至急設備の整った外部医療機関に搬送し、専門医による

診察、検査及び治療を受けさせる」よう申入れしましたが、拘置所はこれを認め

ませんでした。 

そこで、弁護人は勾留の執行停止を申し立て、これが認められて、相嶋さんは

医院で診察を受け、「進行胃がん」であり「精密検査が必要」と診断され

ました。しかし、病院は勾留執行停止状態の患者の受け入れを拒否しました。そ

のために、相嶋さんは精密検査を受けることが出来ませんでした。相嶋さんの弁

護人は、進行性の胃がんがあり、早急に検査と治療を受ける必要があるとして、

保釈を請求しました。しかし、これもまた却下されてしまいました。 

やむなく、相嶋さんの家族は、勾留執行停止状態でも受診できる医療機関を探

し、そこで検査を受けました。検査の結果、腫瘍の「多発肝転移」（がんが肝臓

の複数部位に転移している状態）が発見されたため、もはや手術は不適応とさ

れ、抗がん剤による治療を受けることになりました。 

その後も、安定した状態で治療を受けるために、保釈を請求しましたが、裁判

官は保釈を却下し続けました。 

そして、がんの診断を受けてから4か月たった2021年2月7日、相嶋さんは亡くな

りました。享年72歳。死亡の瞬間も相嶋さんの勾留は続いていました。その執行

が臨時的に停止されていただけでした。 

 

裁判官の責任 

相嶋さんを身柄拘束し続けることにこだわり、釈放を拒み続けた裁判官は合計

37人です。彼らは、安定した家族生活、社会生活を長年にわたって営んできた、

犯罪歴のまったくない、高齢のエンジニアを長期にわたって身柄拘束することを

決定し続けました。末期がん患者であることを知った後も決して彼に自由を与え

ませんでした。37人の裁判官はなぜそこまでして相嶋さんを拘束することにこだ

わったのでしょうか？ 

そこから見えてくるのは、彼ら令状裁判官たちの自分たちの職責に対する意識

です。彼らは令状審査における裁判官の役割をどう考えていたのか。本件は、そ

の実態をわれわれに突きつけています。37人の裁判官は自分たちの基本的な役割

は、警察官や検察官と協働して、この国の犯罪を鎮圧しこの国の治安を良くする
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ことだと考えていたに違いありません。自分たち裁判官は犯罪と戦う警察官や検

察官のためにその活動を支援するために、逮捕状や勾留状を発行するのだ。犯罪

者が捜査や訴追を免れるようなことが決してないように、罪証隠滅をする可能性

が少しでもあるような人物を釈放しないように、保釈の運用を厳しくすることこ

そが、自分たちに与えられた職責なのだ。そう考えているのです。そうとしか考

えられません。そのことを本件はわれわれに突きつけています。 

しかし、これは大きな間違いです。日本国憲法が裁判官に令状発行の権限を与

えているのは、捜査機関の手足となることではありません。この国の憲法のもと

においては、犯罪と戦うことは裁判官の役割ではありません。 

日本国憲法33条はこう言っています。「何人も、現行犯として逮捕される場合

を除いては、権限を有する司法官憲が発し、且つ理由となつてゐる犯罪を明示す

る令状によらなければ、逮捕されない」。そして、34条は「何人も、正当な理由

がなければ、拘禁されず、要求があれば、その理由は、直ちに本人及びその弁護

人の出席する公開の法廷で示されなければならない」と定めています。 

この2つの条文が「司法官憲」すなわち裁判官に求めていることは明白です。裁

判官は捜査機関のために逮捕状を発行するのではありません。憲法は、「正当な

理由」すなわち市民の自由を拘束する必要やむを得ない理由があるかを厳密に審

査すること、間違っても過剰な身柄拘束、正当な理由に基づかない拘禁が行われ

ないことを確保する役割を裁判官に課しているのです。 

もう一度言います。犯罪と戦うことは裁判官の仕事ではありません。警察官や

検察官が個人の基本的権利を過剰に侵害しないように監視すること、間違っても

過剰な身柄拘束が行われないことを確保するために、この国の憲法は裁判官に令

状発行の権限を与えたのです。 

これまで行われてきた実務や慣例というようなものは、この憲法の要請を無視

する口実にはなりません。憲法76条3項は「すべて裁判官は、その良心に従ひ独立

してその職権を行ひ、この憲法及び法律にのみ拘束される」と定めています。裁

判官は、集団として憲法や法律を遵守するというものではないのです。ひとりひ

とりの裁判官が、第三者の介在なしに、個人として憲法と法律に向き合わなけれ

ばならないのです。 

 

37人の裁判官たちは、日本国憲法が明記する基本的な職責に明らかに背きまし

た。しかも、真実はどうなのかを確認することもなく、おなじような決まり文句

をなんども繰り返すだけで、本人に弁明の機会すら与えませんでした。彼らの職

務違反は明白です。 
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